
取締役社長 CEOの宮永です。

2015事業計画の推進状況について、第3四半期決算発表時点からの変化
を中心に説明します。
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最初に2015事業計画の初年度総括、次に2016年度計画の見直し
について説明します。その後、施策とその補強策の推進状況、個別
施策の推進状況について説明します。

41ページ以降には、参考資料として総資産回転率他の推移などを
掲載しています。
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まず、2015事業計画初年度の総括について説明します。受注は大型案件
が今期にずれたことなどにより第3四半期決算発表時の見通しを2,000億
円下回りましたが、売上は概ね計画通りです。

エネルギー・環境ドメインで約1,000億円、交通・輸送ドメインで数百億円の
案件が前期から今期にずれましたが、今夏までには受注計上できると考
えています。

営業利益は、エネルギー関連の改善努力により第3四半期決算発表時の
見通しを上回りました。

一方、純利益は、客船事業関連損失の拡大により前回見通しを下回りま
した。

3



続いて、2015年度のドメイン別売上・営業利益について、説明します。
交通・輸送ドメイン、防衛・宇宙ドメインについては、概ね第3四半期決算発
表時の見通し通りでした。

エネルギー・環境ドメインについては、売上の一部が今期にずれたもの
の、エネルギー関連の採算改善により営業利益は第3四半期決算発表時
の見通しを上回りました。

機械・設備システムドメインについては、鉄鋼需要急減の影響やPrimetals
Technology社関連の費用増などにより営業利益は減益となりましたが、事
業統合を進めるための費用を先行してかけてきた結果であり、止むを得な
いと考えています。
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次に2016年度計画の見直しについて説明します。

受注高は2015年度からずれてきた案件約2,000億円を含め5兆円、売上高
は受注済工事の進捗を背景に4兆4,000億円となる見通しです。

営業利益の見通しは3,500億円、営業利益率8％、純利益の見通しは1,300
億円、純利益率3％を予定しており、増収増益を見込んでいます
。
受注、売上、営業利益はいずれも過去最高水準であり、ぜひ達成したいと
考えています。ROEは7.5％、フリー・キャッシュフローは1,300億円、配当は
12円/株の見通しです。
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2015事業計画期間の売上・利益の確度と対策について、説明します。
まず当社グループ全体の連結売上構造です。

約7兆円ある2015年度末の受注済工事を、2016年度、2017年度の売上計
画へと展開し、そこにユニキャリア分を加えると、2016年度の売上目標4兆
4,000億円との間には約9,000億円、20％程度のギャップが残りますが、当
年度受注分などを加えると、達成可能なレベルだと考えています。

営業利益も、受注済工事を売上展開した時に見込まれる利益と2016年度
の目標である3,500億円との間には約500億円、14％程度のギャップしか
残っていません。

純利益も、アセットマネジメントによる上積みなどにより目処がつきつつあ
ります。

コスト削減やサービス工事の拡大などに取り組むことにより、営業利益と
純利益の更なる改善に向けて努力を続け、2017年度の売上・利益の目標
達成の確度を上げていきます。
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次に、施策とその補強策の推進状況について、説明します。

2015事業計画の中で、当初から実行している施策と追加で実施している
施策が、収益力、財務基盤、リスク対応力、技術基盤の内、どこを狙って
いるのかを示しています。

実線で囲まれている項目は直接的な効果があるもの、点線で囲まれてい
る項目は間接的な効果があるものです。

それぞれの施策について、次のページ以降で説明します。
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まず個別事業の対策状況について、説明します。

客船については、ご心配をおかけしましたが、ほぼ収束に向かっていま
す。

MRJは、今から本格的なテスト飛行と量産体制整備のステージに入りま
す。
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客船の対策状況について、説明します。

3月14日に引き渡しを終えた1番船は、残工事を全て終え、母港となるハン
ブルグに到着しています。4月29日にはMHI Dayと題した顧客向けイベント
を船上で開催し、その翌日からファーストクルーズに出発しました。乗船し
たお客さまからは、非常に好評を得ているようです。

2番船は3月20日に進水を終えています。艤装工事を進めていますが、工
程混乱を避けなければなりません。納期が遅れる可能性を考慮しながらも、
スムーズな納入を目指し、お客さまと協議しています。

これまでの経験や反省を踏まえた改善対策を2番船に適用していますが、
1番船の最終段階で生じたコストの増加分と納期延長が予想される2番船
のコスト増加分を織り込み、2015年度決算に約500億円の特別損失を追
加で計上しました。
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客船事業を多角的に評価し、様々な形で今後の当社グループ経営や個々
の事業活動に活かす目的で、4月22日に客船事業評価委員会を設置しま
した。

「マネジメント力の弱さ」や「客船事業の基盤の弱さ」など、これまでに抽出
された問題点に加え、「得られた知見」とその活用や「複雑系エンジニアリ
ングのビジネス機会」などを整理するほか、若手技術者や現場作業者が
実感した改善点を掬い上げ、今後の人材育成や生産技術力向上に活かし
ていきます。

また、多角的な評価を行うため、委員長にはエンジニアリングに関して大
変経験が深く、様々な事業の再建を手掛けている機械・設備システムドメ
イン長の木村常務が、また事務局には戦略企画部、委員にはリスク総括
部、研究所などから専門家が就任しています。

委員会の評価結果と商船事業改革の進み具合を参考に、当社グループと
して全体最適を実現するため、客船事業の存否を含む商船事業の全体戦
略決定とリスクマネジメントの高度化を進めていきます。
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MRJの開発状況について説明します。

1号機は22回の飛行試験が終了し、次のフェーズに向けて機体改修中で
す。
2号機は5月中の初フライトを予定しています。

今夏以降、飛行試験用の機体を米国へ順次輸送していく計画です。高頻
度で飛行試験を実施することで、型式証明の取得につなげたいと考えてい
ます。

また、開発体制強化の一環として、飛行試験、開発設計、データ解析など
の対応のため、米国のシアトル、モーゼスレイクに拠点を設け、多くの経
験を積んだ当社幹部を責任者として派遣しています。
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次に、MRJの量産体制の整備と課題について説明します。

量産体制の整備は着実に進んでおり、小牧南新工場やその他もほぼ出
来上がっている状況です。またカスタマーサポート体制も、多方面からアド
バイスをいただき、早期整備に向けて取り組みを進めています。

本格的なコストダウンによる事業性の向上については、量産工程の検証と
改善を進めながら、今後推進していきます。
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次に、MRJ事業の財務面の課題と長期方針について説明します。

累積キャッシュフローのボトムは2018年度前後を想定していますが、それ
までの支出は当社グループが創出するキャッシュフローから全て充当でき
ると考えています。

なお当社グループは、長期的な投資方針として、永続的な成長のために
全体投下資本の20％程度を長期にわたり成長が期待できる新規事業に
充当することにしています。MRJ事業への投資はこの方針に沿ったもので
あり、同事業で将来回収する資金は派生機などへの再投資あるいは自己
資本強化に充当する計画です。

開発スタートから10年近く過ぎているMRJ事業に次ぐ新事業の将来的な着
手に向けて、今後検討を進めていきます。
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個別施策の推進状況について説明します。

その1は、事業規模と収益に直接かつ大きく影響する主要施策の状況が
中心となります。外部環境変化への対応が求められる状況下ですが、概
ね順調です。
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個別施策①：主要合弁事業のPMI加速に関し、三菱日立パワーシステム
ズの状況について説明します。

2015年度は受注約1兆4,700億円、売上約1兆1,000億円、営業利益約950
億円という少し物足りない結果でしたが、今後受注をさらに増やし、売上を
1兆5,000億円規模へと伸ばしていきたいと考えています。

業務効率化を進めることで競争力を上げつつ、いくつかの部門にまたがる
ような海外大型複合プロジェクト開発に取り組むことで、海外の競合相手
と同レベルの事業規模と収益力を実現したいと考えています。
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次に、Primetals Technologiesの状況について説明します。

世界的な設備需要急減に直面している製鉄機械は、組織の簡素化による
経営効率向上やプロジェクトマネジメントの強化などを通じて、収益確保に
努めています。

Primetals Technologiesは毎年約80億円の「のれん」償却を進めている状
況ですが、2015年度は「のれん」償却前の営業利益が約20億円でした。
2016年度から少しずつ改善が進み、将来的には、良い状況になっていくと
考えています。
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次に、三菱重工フォークリフト＆エンジン・ターボホールディングスの状況
について、説明します。

フォークリフトは、ユニキャリアホールディングス（株）の買収により、当社
グループのシェアは10％、業界3位となりました。

ターボチャージャも順調にシェアを拡大しています。乗用車用のシェアは
22％、業界3位となり、引き続き1,100万台の生産体制確立を目指します。

エンジンは少しニッチな事業ですが、成長する分散型電源市場での事業
拡大を図るとともに、総合ソリューション事業モデルの構築を進めます。

エンジンとフォークリフト、またエンジンとターボチャージャの密接な関係を
活かし、組織的シナジー、技術的シナジーを出しながら、成長を実現して
いきます。
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三菱重工フォークリフト＆エンジン・ターボホールディングスの概要は、記
載のとおりです。
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個別施策②：運転資金改善について説明します。

重要な経営指標として位置づけているキャッシュ・コンバージョン・サイクル
（CCC）の改善を進めています。かなり順調に下がってきていましたが、競
合他社の状況を踏まえ、当初計画の81日から目標値を70日に変更しまし
た。

その実現に向け、サプライチェーン、業務プロセスおよび工場管理などの
見直しのほか、拠点や工場の再編などの対策を強力に推進しています。

19



個別施策③：効率化の徹底について説明します。

グローバル化へと進む当社グループの全体最適を第一に考え、収益性や
成長性などの要素を評価しながら、「選択と集中」を推進しています。

2015年度は、当社では成長が期待できないものの、他社に任せることで
発展の可能性があるシールド掘削機や産業用クレーンなどの事業譲渡を
行いました。逆に、フォークリフト事業では、ユニキャリア（株）を買収しまし
た。

2016年度も、同じ考えのもと、選択と集中を進めています。
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個別施策④：アセットマネジメントについて説明します。

2015事業計画期間である2017年度までに累計2,000億円程度のキャッシュ
フローを創出すべく、計画的に「土地」と「有価証券」の流動化を進めます。

なお2015年度の実績は、記載のとおりです。
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続いて、個別施策の推進状況 その2として、ガバナンス、リスクマネジメン
ト、共通基盤の整備に関する特記すべき諸施策の状況について説明しま
す。

試行錯誤も覚悟しながら、思い切った改革を進める所存です。

22



個別施策⑤：企業統治形態の見直しについて説明します。

監督機能の充実・強化に取り組むべく、社外取締役比率の向上を図るな
ど、取締役会の構成メンバーなどの見直しを行っています。現在36％（14
人中5人）ですが、株主総会で議案が承認いただければ、45％（11人中5
人）となります。

責任の明確化と効率化を図るため、監督機能と執行機能の分離を進めて
いるほか、監督側取締役と執行側取締役の議論を活発にするための様々
な試みを推進しています。

具体的には、社内取締役を会長（議長）、監査等委員2名と執行側のCEO、
CFO、CTOに限定するとともに、各ドメインCEOの取締役兼務を解き、執行
側として事業経営や管理などに専念させることにしました。
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個別施策⑥：リスクマネジメント強化について説明します。

SONGS仲裁や客船建造など直面する重大リスクの解決や将来を睨んだ
MRJ事業の枠組みづくりなどリスク耐性の早急な強化に全力を注いでいま
す。

同時に収益力向上他により、常に緊急時に備えた財務調達余力の確保を
図っています。

リスク管理の体系化や海外競合先の業務研究などを合わせ、次の事業計
画までに将来を見据えたリスク管理体制を本格的に整備します。
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リスクマネジメント強化のため、CEO直轄の新組織である事業リスク総括
部、リスク管理室を2016年4月に設立しました。

リスク管理室は、グローバル競合先に劣らぬ管理レベルと効率化を目指し、
全体のリスク管理体系化と関連業務の集約を推進しています。また、現状
考えられるリスクの未然防止活動などを推進中です。

リスクソリューション室は、SONGSの仲裁に全力を注いでいます。CEOの
指示のもと、法務部門、原子力部門及び米国法律事務所他の関係者を直
接取り纏め、仲裁実務全般を指揮しています。

客船2番船の製造コスト全般はCFOが直轄していますが、客先への追加
交渉などを支援しているほか、MRJの主要海外購入品の価格・契約交渉
の支援なども行っています。
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このページでは、リスクマネジメント強化の主要スケジュールを掲載してい
ますが、客船、SONGSなどのリスクについては、2016年度中に全て目処を
つけようと思っています。

また、リスク耐性を強化するべく、財務余力の更なる増強を図ります。
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個別施策⑦：共通基盤の整備・強化について説明します。

グローバル企業としての共通基盤であるシェアードテクノロジー部門の設
立やグローバルプラットフォームの構築といった諸施策の整備・強化は順
調に進んでいます。

「IoTとAIへの対応強化」については後述しますが、追加補強策の一つであ
る「エキスパート活用の推進」については、エンジニアリング関係のベテラ
ンやエキスパートをプールする新会社を2016年7月に設立し、様々な実際
のプロジェクトへの活用促進に加え、次世代エキスパート要員の教育・訓
練、対象の拡大を進めます。
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個別施策⑧： IoT/ＡＩへの対応強化について説明します。

当初想定していたよりもIoT/ＡＩ技術の進化は早く、より密度の高い対応を
迅速に行う必要があると感じています。そうした技術を活用し、製品、技術
及びサービスの付加価値向上、周辺分野への事業領域の拡大、リスクマ
ネジメントへの活用に取り組み、ビジネスモデルの変革につなげたいと
思っています。

詳しくは、29ページから31ページで説明します。
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IoT/AIへの対応強化例①：付加価値向上モデルについて、説明します。

母機となる機械とその制御だけを当社はこれまで提供してきましたが、こ
れからは他社の技術を活用しながら、センシング、統合監視・制御、分析・
予測・計画、遠隔監視・制御などについても顧客に付加価値を提供するこ
とで、事業領域を広げていきます。

情報送受信からデータ蓄積・処理について、我々は専門メーカーではあり
ませんが、その分だけ専門各社それぞれの得意とする部分を活かせるこ
とを強みとして、取り組みを進めていきます。
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IoT/AIの対応強化例②：製品力の強化について説明します。

本スライドにある製品を初めのターゲットに、コスト低減、品質の向上、効
率の改善を図るべく、IoT/AI技術を設計、調達、生産他の情報伝達や分
析に活用していきます。
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IoT/AIの対応強化例③：外部知見の活用・協業強化について説明します。

サイバーセキュリティについては、防衛・宇宙分野で培った高い信頼性・安
全性を確保した制御技術とNTT社の最先端セキュリティ技術を融合するこ
とで、重要インフラの制御システムなど向けのサイバーセキュリティ技術の
研究を開始しています。

リスクマネジメントについては、契約文章等における自動的・網羅的なリス
ク要因洗い出しを可能とすべく、IBM社とWatsonの活用検討を開始しまし
た。
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続いて、新規追加施策である海外広報戦略の強化について説明します。

当社グループがグローバル社会への貢献ポテンシャルが高い存在である
ことを、海外の既存顧客だけでなく潜在顧客・公共機関等に理解してもらう
ことが、我々がグローバル企業として海外の競合他社に伍していくために
は不可欠なことだと考えました。

そうした人たちに広く理解してもらうために、新たにブランド・ストーリーを創
出しました。
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「三菱（Mitsubishi）」に比べ、「三菱重工（MHI）」の認知度は低いことから、
専門家の協力を得ながら広報戦略を見直し、当社グループのブランド・ス
トーリーを作り上げました。

5月の北米を皮切りに、海外各地域へのPR活動を展開することで、当社事
業と経営姿勢を訴え、海外市場でより広い顧客層の開拓を図ります。

また、海外のグループ会社、現地従業員がブランド・ストーリーを見ること
によって、一体感をさらに深め、当社グループの世界への貢献を認知する
ことで、より前向きに働くことができると思っています。
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ブランド・ストーリーの要旨である、「顧客/社会/各地域への約束」「当社グ
ループの強み」「世界の発展への積極的貢献」「競合先との違いの明確
化」をグローバルに伝えるべく、英語でまとめたグループステートメントです。
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まとめとして「経営数値（実績～目標）」「収益力の向上トレンド」「主な事業
規模と収益のギャップ対策」「改革の区切りから飛躍へ」について説明しま
す。
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まとめ①：経営数値（実績～目標）について説明します。

これまで進めてきた経営改革の効果により、2016年度の売上、営業利益、
純利益・ROE、フリー・キャッシュフローについては、見通し達成の目処が
ついてきています。

一方、2016年度の受注と2017年度の受注、売上、営業利益、純利益・
ROE、フリー・キャッシュフローについては、あと一歩の努力が必要です。
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まとめ②：収益力の向上トレンドについて説明します。

2000年度から2011年度の間は平均3％だった営業利益率は、収益構造改
善のための諸施策の効果により、昨年度には7.6％となりました。こうした
傾向は今後も固いと考えています。

持分変動利益約1,000億円のあった2013年度を除き、ここ4年間の純利益
は客船関連の損失や事業構造改善費用の計上があるものの600億円か
ら1,100億円の水準を維持しており、過去に比べ改善が進んでいます。

客船建造の収束、SONGS仲裁などの重大リスクを解決するとともに、リス
クマネジメントの徹底と収益力の補強を進めることによって、2016年度
1,300億円、2017年度2,000億円という目標を達成すべく、純利益の底上げ
を図ってまいります。
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あと一歩の努力を現実のものとするために、まとめ③では主な事業規模と
収益のギャップ対策について説明します。

2016年度に実施する対策は緑色、2017年度に実施する対策は水色で表し
ています。

独自経営合弁3社のPMIを加速することで、受注と売上は4,000億円～
5,000億円、営業利益は500億円～1,000億円程度増加させることを目標に
管理しています。

また、期ずれ工事を着実に早期受注するほか、クロスドメイン大型案件を
受注することによって、1,000億円～2,000億円の受注増加と2018年度以降
の売上、利益増加を狙います。このほか、2016年度には客船（2番船）対策
を完了させるほか、間接費用の更なる効率化などによって、少しでも早く
効果を出していきたいと考えています。
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最後に、まとめ④：「『改革の区切り』から『飛躍（ステージ1）』へ」について、
説明します。

2012事業計画以降、事業規模は3兆円から4兆円になったほか、営業利益
率は次第に上昇し、2014年度には7.6％へと改善しました。

三菱重工は、2010事業計画で着手した改革を、2012事業計画から本格化
させてきました。そして2015事業計画では、飛躍への準備として、事業規
模5兆円超の達成、重大リスクの解決、本格的グローバル化に必要な高
度化・効率化に向けた歩みを進めており、2017年度までに、本格的なグ
ローバル経営体制に移るということも含めて、全ての改革を終わらせる予
定です。

2018年度から始まる次期事業計画では、GEやSiemensに近づくため、さら
に高い目標を掲げて挑戦します。

具体的には、交通・輸送、防衛・宇宙両ドメインの成長戦略の推進、新事
業の開拓、海外市場戦略の強化、ポートフォリオ経営の高度化などを進め、
本格的なグローバル経営体制を構築していきたいと考えています。
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以上で、私の説明を終わります。
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